
政策環境建設常任委員会  議事次第  

 

 

令和８年４月 15 日（水） 

午 後 １ 時 3 0 分 ～ 

於 ： 第 ２ 委 員 会 室  

 

 

１  開   会  

 

 

 

２  所管事項の調査  

 

「生物多様性の保全に向けた取組について」  

    参考人：近畿大学   

名誉教授  細谷  和海  氏  
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京都府における生物多様性保全の概況 
 
                               令和８年４月 

                               総合政策環境部 
 

１ 京都府における生物多様性保全の現状・課題 
 
・ 人間の暮らしは、生物多様性を基盤とする生態系からの恵みにより支えられてい

るが、京都府では、絶滅のおそれのある野生生物種が約２割増加するなど、生物多

様性の損失が進んでいる。（Ｈ14（2002）：1,595 種 → Ｈ27（2015）：1,935 種） 

・ 近年、アライグマやクビアカツヤカミキリなどの特定外来生物による被害が増加

しており、府内の生態系や人々の暮らしへの影響が懸念される。 

・ 都市化の進展や生活様式の変化等を背景に、人と自然との関わりが低下しており、

里地・里山の荒廃や保全活動等の担い手不足の一因となっている。 

 

２ 対策の方向性 
 
 ＜計画＞ 

京都府生物多様性地域戦略（平成 30 年３月策定・令和５年８月一部改定） 
 
＜対策の基本的な方向性＞ 

（１）森里川海のつながりの回復による多様な生態系の保全 

（２）人の積極的な関与による里地域の再生 

（３）外来生物への早期対策 

（４）生物多様性を未来に引き継ぐための知見の集積、人材育成 

 

３ 令和８年度の主な事業内容 
 
○ 生物多様性未来継承事業費        １４，９９９千円 

（主な取組） 

・ 府民協働による京都府指定希少野生生物の保全活動の推進 

・ 地域や府民と連携した特定外来生物の防除 

・ 「京都府レッドデータブック」の改訂 
 

○ きょうと生物多様性センター事業費    １５，０００千円 

（主な取組） 

・ 府市連携による「きょうと生物多様性センター」の運営 

   （生物多様性情報の集積、担い手の育成、ネットワーク形成等） 

・ 「いきものフェス」など子どもたちが自然に触れ合う機会の創出や幅広い 

地域・年齢層を巻き込んだ普及啓発の実施 

・ 「自然共生サイト」※の認定支援や企業による保全活動の支援 

※ 環境省が認定する「民間の取組等によって生物多様性の保全が図られている区域等」 

・ 企業と保全団体の取組をつなぐ「きょうと生物多様性パートナーシップ協定

制度」の推進 


